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【被害想定の基礎資料】 
基礎データ 小学校区、地区連合境界、災害班別境界、町丁境界 

地震動・液状化の予測 
市内のボーリングデータ 
地盤図・地質図 
東日本大震災時の液状化記録 

急傾斜地崩壊危険予測 土砂災害警戒区域・急傾斜地崩壊危険区域データ 

建物被害 
固定資産台帳（課税建物データ）、非課税建物データ 
建物 GIS データ 
地番図 
消防ポンプ自動車数、小型動力ポンプ数、消防水利数 

人的被害 人口データ（国勢調査、経済センサス） 

ライフライ
ン被害 

電力 エリア別電柱本数 
契約口数 

上水道 管路網データ（管種・管径データ） 
下水道 管路網データ（管種・管径データ、GIS データ） 

下水道処理分区、処理人口 
通信 電柱本数 

通信契約世帯数 
都市ガス ブロック図、ブロック別利用者数、ブロック別ガバナ位置 

緊急停止基準値（SI 値） 
LP ガス LP ガス供給世帯数 

生活支障・
社会支障の
想定 

避難者 避難所収容人数 
要配慮者数 

医療機能支障 市内病院の位置、診療科目、病床数 
医師数 
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